
【様式第1号】

自治体名：鴨川市

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 82,787,732,971   固定負債 32,475,843,606

    有形固定資産 76,946,266,759     地方債等 21,041,756,588

      事業用資産 35,597,313,793     長期未払金 558

        土地 7,712,887,586     退職手当引当金 5,087,259,920

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 7,715,000

        立木竹 -     その他 6,339,111,540

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 3,228,029,003

        建物 32,725,432,704     １年内償還予定地方債等 2,542,870,914

        建物減価償却累計額 -16,749,115,000     未払金 232,072,667

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 32,245,005,746     前受金 32,451,170

        工作物減価償却累計額 -20,337,571,105     前受収益 255,331

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 277,603,939

        船舶 -     預り金 95,234,915

        船舶減価償却累計額 -     その他 47,540,067

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 35,703,872,609

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 84,313,576,853

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -31,319,405,037

        航空機 -   他団体出資等分 2,340,696

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 673,862

      インフラ資産 38,762,970,441

        土地 2,432,197,138

        土地減損損失累計額 -

        建物 2,797,506,964

        建物減価償却累計額 -1,668,605,849

        建物減損損失累計額 -

        工作物 88,787,188,172

        工作物減価償却累計額 -54,881,699,047

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,296,383,063

      物品 8,608,569,239

      物品減価償却累計額 -6,022,586,714

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 1,793,971,779

      ソフトウェア 35,877,360

      その他 1,758,094,419

    投資その他の資産 4,047,494,433

      投資及び出資金 357,842,893

        有価証券 132,380,074

        出資金 225,435,951

        その他 26,868

      長期延滞債権 342,159,517

      長期貸付金 135,175,677

      基金 3,018,713,614

        減債基金 534,600

        その他 3,018,179,014

      その他 231,815,767

      徴収不能引当金 -38,213,035

  流動資産 5,912,652,150

    現金預金 3,661,720,163

    未収金 697,122,977

    短期貸付金 3,650,097

    基金 1,522,193,785

      財政調整基金 1,522,193,785

      減債基金 -

    棚卸資産 14,970,416

    その他 29,560,711

    徴収不能引当金 -16,565,999

  繰延資産 - 純資産合計 52,996,512,512

資産合計 88,700,385,121 負債及び純資産合計 88,700,385,121

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：鴨川市

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

  経常費用 30,024,098,828

    業務費用 12,665,294,431

      人件費 4,590,059,473

        職員給与費 3,569,719,631

        賞与等引当金繰入額 277,540,838

        退職手当引当金繰入額 5,337,659

        その他 737,461,345

      物件費等 7,588,515,515

        物件費 3,509,580,552

        維持補修費 239,435,849

        減価償却費 3,650,575,515

        その他 188,923,599

      その他の業務費用 486,719,443

        支払利息 155,714,437

        徴収不能引当金繰入額 53,007,671

        その他 277,997,335

    移転費用 17,358,804,397

      補助金等 14,717,652,768

      社会保障給付 2,634,419,434

      その他 6,732,195

  経常収益 3,198,183,065

    使用料及び手数料 2,821,664,011

    その他 376,519,054

純経常行政コスト 26,825,915,763

  臨時損失 431,219,391

    災害復旧事業費 14,178,800

    資産除売却損 331,460,267

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 85,580,324

  臨時利益 9,428,461

    資産売却益 1,731,268

    その他 7,697,193

純行政コスト 27,247,706,693



【様式第3号】

自治体名：鴨川市

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 54,337,994,036 86,948,661,265 -32,612,185,482 1,518,253

  純行政コスト（△） -27,247,706,693 -27,247,706,693 -

  財源 27,633,005,337 27,633,005,337 -

    税収等 16,274,589,567 16,274,589,567 -

    国県等補助金 11,358,415,770 11,358,415,770 -

  本年度差額 385,298,644 385,298,644 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,983,296,053 824,877,053

    有形固定資産等の増加 3,147,513,041 -3,147,513,041

    有形固定資産等の減少 -6,684,687,522 4,526,268,522

    貸付金・基金等の増加 1,566,558,289 -1,566,558,289

    貸付金・基金等の減少 -1,012,679,861 1,012,679,861

  資産評価差額 59,740,000 59,740,000

  無償所管換等 263,414,722 263,414,722

  他団体出資等分の増加 -822,443 822,443

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 18,287,910 25,292,216 -7,004,306 -

  その他 90,196,200 -235,297 90,431,497

  本年度純資産変動額 -1,341,481,524 -2,635,084,412 1,292,780,445 822,443

本年度末純資産残高 52,996,512,512 84,313,576,853 -31,319,405,037 2,340,696

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：鴨川市

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 26,980,385,961

    業務費用支出 9,621,872,764

      人件費支出 4,794,247,459

      物件費等支出 4,406,919,378

      支払利息支出 155,714,437

      その他の支出 264,991,490

    移転費用支出 17,358,513,197

      補助金等支出 14,717,652,768

      社会保障給付支出 2,634,419,434

      その他の支出 6,440,995

  業務収入 30,844,758,011

    税収等収入 16,001,066,817

    国県等補助金収入 11,278,815,177

    使用料及び手数料収入 3,177,819,310

    その他の収入 387,056,707

  臨時支出 99,613,931

    災害復旧事業費支出 14,178,800

    その他の支出 85,435,131

  臨時収入 116,450

業務活動収支 3,764,874,569

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,782,253,769

    公共施設等整備費支出 2,630,444,206

    基金積立金支出 1,053,812,064

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 97,240,000

    その他の支出 757,499

  投資活動収入 693,575,874

    国県等補助金収入 61,454,626

    基金取崩収入 471,250,985

    貸付金元金回収収入 87,026,656

    資産売却収入 73,843,607

    その他の収入 -

投資活動収支 -3,088,677,895

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,971,001,654

    地方債等償還支出 2,950,931,632

    その他の支出 20,070,022

  財務活動収入 2,471,708,918

    地方債等発行収入 2,380,638,718

    その他の収入 91,070,200

前年度末歳計外現金残高 88,665,578

本年度歳計外現金増減額 14,626,957

本年度末歳計外現金残高 103,292,535

本年度末現金預金残高 3,661,720,163

財務活動収支 -499,292,736

本年度資金収支額 176,903,938

前年度末資金残高 3,374,727,693

比例連結割合変更に伴う差額 6,795,997

本年度末資金残高 3,558,427,628



注記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産……………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和 59年度以前に取得したもの……………再調達価額 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの……………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………再調達価額 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

 

② 無形固定資産……………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの……………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………再調達価額 

 

(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券……………償却原価法 

 

② 満期保有目的外の有価証券 

市場価格のあるもの……………市場価格 

       市場価格のないもの……………取得原価 

         

③ 出資金 

     市場価格のあるもの……………市場価格     

     市場価格のないもの……………出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）…………定額法 

耐用年数は減価償却資産の耐用年数等に関する省令の耐用年数表に基づいております。 

 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）…………定額法 

ソフトウェアの耐用年数については、見込利用期間に基づいております。 

 

 



③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  ………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  ………リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去 5年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

なお、千葉県市町村総合事務組合で負担金の累計額以上に退職手当が支給されている（基金の持

分比率がマイナスの）ため、連結しておりません。 

 

③ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法

律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 

(5) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（鴨川市公金管理運用方針において、歳計現金等の

保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引より発生する資金の受払いを含んでいま

す。 

 

(6) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 水道事業会計、病院事業会計を除いて税込方式によっております。 

 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品の計上基準 

取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上しています。 

 

 



② ソフトウェアの計上基準 

取得価額が 300 万円以上の場合に資産として計上しています。 

 

③ 工作物及び建物附属設備の計上基準 

原則として取得価額が 100 万円以上の場合に資産として計上しています。 

 

④ 資本的支出（改修）と修繕費の区分基準 

金額 1,000 万円以上かつ固定資産の取得価額等の 10%を超える場合に、資本的支出（改修）とし

て資産計上しています。 

 

Ⅱ 重要な会計方針の変更等 

 

(1) 会計方針の変更 

平成 28 年度決算分から統一的な基準を採用しています。 

 

令和 3年度決算分から株式会社鴨川マリン開発を連結対象外としています。 

 

Ⅲ 偶発債務 

 

(1)保証債務及び損失補償債務負担行為の状況 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等引当金

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

東条土地改良区 － 7,715,000 円 － 7,715,000 円 

 

(2) 係争中の訴訟等 

該当する事象はありません。 

 

Ⅳ 追加情報 

 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 連結会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

国民健康保険特別会計 
介護保険特別会計 
後期高齢者医療特別会計 



水道事業会計 

病院事業会計 

安房郡市広域市町村圏事務組合 

千葉県市町村総合事務組合 

千葉県後期高齢者医療広域連合 

南房総広域水道企業団 

鴨川観光プラットフォーム株式会社 

 

② 地方公営企業会計は、全て全部連結の対象としています。 

 

③ 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

 

④ 地方独立行政法人は、すべて全部連結の対象としています。  

 

⑤ 地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。  

 

⑥ 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっても業務運

営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。  

また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、 

出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。ただし、出資割合が 25％未 

満であって、損失補償を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場合 

があります。 

※株式会社鴨川マリン開発を除く。 

 

⑦ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の係数をもって会計年度末の係数としています。 

 

⑧ 表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 


